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１　指定地球温暖化対策事業者の概要

 (1)　指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

 (2)　指定地球温暖化対策事業所の概要

事 業 の 概 要

敷 地 面 積

用
途
別
内
訳

事 業 所 の 名 称

事 業 所 の 所 在 地

分 類 番 号

産業分類名

業
種
等

2013

指定地球温暖化対策事業者
又は特定テナント等事業者の別

事業所
の種類

主たる用途

建 物 の 延 べ 面 積
（熱供給事業所にあっては熱供給先面積）

事 務 所

情 報 通 信

放 送 局

商 業

宿 泊

1. 土木建築及び機器装置その他建設工事全般に関する請負又は受託
2. 建設ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ並びに地域開発、都市開発、海洋開発、宇宙開発、資源開発、環境
整備、ｴﾈﾙｷﾞｰ供給等のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに関する調査、研究、評価、診断、企画、測量、設
計、監理、調達、運営管理、技術指導その他総合的ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ、ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ及びｺﾝｻﾙﾃｨ
ﾝｸﾞ
3. 土地の造成、住宅等建物の製造、建設及び不動産の売買、賃貸借、仲介、保守、
管理、鑑定、評価及びｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ並びに植林及び緑化事業　等

7,965.997,965.997,965.997,965.99

基準年度

前年度末 2,652.99

前年度末工場その他上記以外

前年度末 ㎡

㎡

㎡

医 療

文 化

物 流

駐 車 場

基準年度

地球温暖化対策計画書

事業の
業　種

氏名（法人にあっては名称）

総合工事業

ＫＩビル

有限会社ディア・ケイ・アイ　

鹿島建設株式会社

指定地球温暖化対策事業者

指定地球温暖化対策事業者

㎡

㎡㎡

前年度末

基準年度

㎡

D06

㎡ 基準年度

東京都港区赤坂六丁目５番３０号

D_建設業 総合工事業

㎡

前年度末

前年度末

㎡前年度末

㎡

基準年度

26,900.27

基準年度 ㎡

㎡ 基準年度 2,652.99 ㎡

㎡

基準年度

㎡

㎡

基準年度

㎡ 基準年度

㎡

㎡

㎡ 基準年度 ㎡

㎡

29,553.26

26,900.27

基準年度

29,553.26

㎡

㎡

前年度末

前年度末

前年度末

前年度末

前年度末

教 育



１　指定地球温暖化対策事業者の概要

 (1-2)　指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

指定地球温暖化対策事業者
又は特定テナント等事業者の別

地球温暖化対策計画書

氏名（法人にあっては名称）



 (3)　担当部署

 (4)　地球温暖化対策計画書の公表方法

 (5)　指定年度等

1 平成18年3月31日以前

年 月 日

２　地球温暖化の対策の推進に関する基本方針

３　地球温暖化の対策の推進体制

公 表 の
担当部署

ホームページで公表

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

当社では、オフィスにおける環境配慮の取り組みにつき従来より次の①～⑤を積極的に進めている。
①コピー用紙の使用量の削減
②廃棄物の発生量の抑制
③廃棄物の分別・再資源化の促進
④グリーン調達の促進
⑤電力使用量の削減

公表方法

冊 子

そ の 他

平成18年4月1日
以降

03-5544-0735

gad-soumu@kajima.com

電 話 番 号

env-act@ml.kajima.com

指定地球温暖化対策事業所 年度

ﾌ ｧ ｸ ｼ ﾐ ﾘ 番 号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

連
絡
先

電 話 番 号

計 画 の
担当部署

03-5544-1736

名 称

入手方法：

東京都港区赤坂6-5-11

８時３０分～１７時１５分閲覧可能時間：

冊子名：

所在地：窓 口 で 閲 覧

鹿島建設株式会社　環境本部　地球環境室閲覧場所：

特定地球温暖化対策事業所 年度

名 称

2009

2009

事　業　所　の
使用開始年月日

連
絡
先

ﾌ ｧ ｸ ｼ ﾐ ﾘ 番 号

鹿島建設株式会社　総務・人事本部　総合事務センターＫＩビル

03-6229-9071

03-5561-2128

アドレス：

鹿島建設株式会社　環境本部　地球環境室

【KIビル】

統括管理者

鹿島建物総合管理㈱

建物管理本部省エネ室
グループ長

総務・人事本部
総合事務センター（ＫＩビル）

技術管理者

推進責任者

推進員

建築設計本部
総務担当マネージャー

土木設計本部
総務担当部長

建築設計本部
総務担当者

土木設計本部



４　温室効果ガス排出量の削減目標（自動車に係るものを除く。）
 (1)　現在の削減計画期間の削減目標

 (2)　次の削減計画期間以降の削減目標

５　温室効果ガス排出量（自動車に係るものを除く。）

 (1)　温室効果ガス排出量の推移 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

(2)　建物の延べ面積当たりの特定温室効果ガス年度排出量の状況 単位：kg（二酸化炭素換算）/㎡・年

2014

2015 2019年度から

年度から

運用にて行える省エネ対策を徹底して実施するとともに、更新・修繕時期に
さしかかる設備等について、地球温暖化対策を考慮に入れながら適宜計画
し、総量削減義務（６％）以上の削減を目指す。

2010 年度まで

基 準 排 出 量

6.0%

Ⅰ－２
ｔ（二酸化炭素
換算）/年

2,829

ｔ（二酸化炭素
換算）

特 定 温 室 効 果
ガ ス 以 外 の
温 室 効 果 ガ ス

1,980

年度年度2009

年度 2010

76.1 78.0

2009

2,323 1,996 2,043

68.6

年度年度

2,266

年度2011 2012

延 べ 面 積 当 た り
特 定 温 室 効 果 ガ ス
年 度 排 出 量

67.0

六 ふ っ 化 い お う
（ SF6 ）

上 水 ・ 下 水

合 計

そ
の
他
ガ
ス

18

ﾊ ﾟ ｰ ﾌ ﾙ ｵ ﾛ ｶ ｰ ﾎ ﾞ ﾝ
（ PFC ）

16

計 画
期 間

削 減
目 標

削 減
義 務
の

概 要

特 定 温 室
効 果 ガ ス

特 定 温 室 効 果
ガ ス 以 外 の
温 室 効 果 ガ ス

17

削減義務
率の区分

平均削減
義 務 率

2,026

現在の削減計画期間と同様に運用・投資対策を徹底して行い、総量削減義務
（17％見込み）以上の削減を目指す。

年度

排 出 上 限 量
(削減義務期間合計)

特定温室効果ガス
（エネルギー起源CO2）

計 画
期 間

特 定 温 室
効 果 ガ ス

削 減
目 標

　当事業所から排出される特定温室効果ガス以外のガス（その他ガス）は、
水道の使用及び下水道への排水に伴う二酸化炭素の排出となっている。した
がって、節水を行うことで、その他ガスを削減する。トイレや水栓等の節水
対策は実施済みである。今後は従業員等に対し節水を呼びかけ、水道の使用
量を計画期間中に１％以上削減することを目標とする。

13,300

年度まで

非エネルギー起源
二酸化炭素（CO2）

メ タ ン
（ CH4 ）

一 酸 化 二 窒 素
（ N2O ）

ﾊｲﾄﾞﾛﾌ ﾙｵ ﾛｶ ｰﾎ ﾞﾝ
（ HFC ）

現在の削減計画期間と同様に引き続き節水を行うことで、その他ガスを現状
の１％以上削減した状態を維持する。

年度

17

2,3062,248

2010 2011 2012年度 年度



６　総量削減義務に係る状況（特定地球温暖化対策事業所に該当する場合のみ記載）

 (1)　基準排出量の算定方法

）

）

 (2)　基準排出量の変更

 (3)　削減義務率の区分

 (4)　削減義務期間

 (5)　優良特定地球温暖化対策事業所の認定

 (6)　年度ごとの状況 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

 (7)　特定温室効果ガスの排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

845

13,300

2013 年度年度2010 2011 年度 2014 年度

2014 年度

決
定
及
び
予
定
の
量

6.0%

年度

排 出 上 限 量
（C＝ΣA-D）

削 減 義 務 量
(D ＝Σ (A× B))

特 に 優 れ た
事 業 所 へ の 認 定
極 め て 優 れ た
事 業 所 へ の 認 定

基 準 排 出 量
(A)

削 減 義 務 率
(B) 6.0% 6.0%

14,145

6.0% 6.0%

2,8292,829

2010 2011 年度

2,829

2012 年度 2013 年度

2,829 2,829

削 減 義 務
期 間 合 計

従業員数や来客数および従業員の繁忙度が、空調・照明等のエネルギー消費・温室効果ガスの増減に大きく影響
している。

2,175523 849 803
排 出 削 減 量
（F＝A - E）

実
績

特定温室効果
ガス排出量(E) 6,3122,306 1,980 2,026

年度

年度 変更理由

2014

2012 年度

削減義務率の区分 Ⅰ－２

2010

変更年度

基準年度：（

算定方法：（

変更年度 変更理由

年度

2002年度、2003年度、2004年度

変更理由

年度まで

過去の実績排出量の
平 均 値

排 出 標 準 原 単 位 を
用 い る 方 法

そ の 他

年度から

変更年度
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８　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価（自動車に係るものを除く。）

　当社では、環境配慮の取り組みを従来から積極的に進めており、以下の地球温暖化対策に関する取り組みを行っ
てきた。

①2013年3月に鹿島環境ビジョン：トリプルZero2050を策定し、その中で低炭素社会の実現のためゼロ・カーボン
を目指すこととした。
 
②社内に省エネルギー法や都道府県条例への対応検討組織を部署横断的に設置し、省エネ対応マニュアルを作成す
るとともにイントラネットで全社に周知している。

③全事業所の実績の集計ならびに個々の削減対策の効果を評価できるシステムを導入し、対応状況のリアルタイム
での確認・フィードバック、削減方策の費用効果分析による優先順位付け行った。

④事務所における意識啓発を中心とした省エネルギー活動は夏季節電要請に基づく節電活動を一部の緊急対策を除
き通年の取組みとして継続した。



年度

１　指定地球温暖化対策事業者の概要

 (1)　指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

 (2)　指定地球温暖化対策事業所の概要

事 業 の 概 要

敷 地 面 積

用
途
別
内
訳

事 業 所 の 名 称

事 業 所 の 所 在 地

分 類 番 号

産業分類名

業
種
等

2013

指定地球温暖化対策事業者
又は特定テナント等事業者の別

事業所
の種類

主たる用途

建 物 の 延 べ 面 積
（熱供給事業所にあっては熱供給先面積）

事 務 所

情 報 通 信

放 送 局

商 業

宿 泊

㎡

㎡

医 療

文 化

物 流

駐 車 場

基準年度

教 育

複合用途ビル(事務所、商業、ホテル、駐車場)である東京イースト21は、所有者であ
る鹿島建設㈱より鹿島東京開発㈱が一括賃借し、不動産の賃借及び運営管理を行って
いる。
・平成4年7月竣工
・タワー棟　地上21階、地下2階(1,2階は商業店舗区画)・ホテル棟　地上20階、地下
3階　・ビジネスセンター棟　地上5階、地下2階(1階は商業店舗区画)　駐車場棟　地
上6階　地下2階(地下2階は全棟で駐車場)　ホテル棟地下3階に全棟用熱源機器(機械
室)を設置(地下3階面積は各用途面積で按分しております)

33,387.4433,387.4433,387.4433,387.44

基準年度

前年度末 29,168.00

前年度末工場その他上記以外

前年度末 ㎡

指定地球温暖化対策事業者

指定地球温暖化対策事業者

特定テナント等事業者

特定テナント等事業者

鹿島建設株式会社

前年度末

鹿島東京開発株式会社

ＩＨＩ運搬機械株式会社

株式会社三菱東京UFJ銀行(2012年8月17日退去済み)

㎡

基準年度

62,372.00

㎡

前年度末

前年度末

㎡

前年度末 ㎡ 基準年度 ㎡

15,353.00

地球温暖化対策計画書

事業の
業　種

氏名（法人にあっては名称）

総合工事業

東京イースト21

㎡ 基準年度

東京都江東区東陽六丁目3番2号

D_建設業 総合工事業

㎡

前年度末 ㎡

㎡

㎡㎡

前年度末

基準年度

㎡

D06

35,290.00

㎡

基準年度

前年度末 ㎡

㎡

基準年度

㎡ 基準年度

基準年度 ㎡

㎡ 基準年度 29,168.00 ㎡

㎡

142,184.00

43,827.00

33,927.00

35,262.00

基準年度

事務所、宿泊、商業、駐車場

142,183.00

㎡

㎡

前年度末

前年度末



１　指定地球温暖化対策事業者の概要

 (1-2)　指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

地球温暖化対策計画書

氏名（法人にあっては名称）
指定地球温暖化対策事業者
又は特定テナント等事業者の別



 (3)　担当部署

 (4)　地球温暖化対策計画書の公表方法

 (5)　指定年度等

1 平成18年3月31日以前

年 月 日

２　地球温暖化の対策の推進に関する基本方針

３　地球温暖化の対策の推進体制

・事業所の設備管理会社との定期的な会議を通じ、設備機器の最適な運転管理を徹底し省エネに取り組む。
・設備機器の計画的な更新計画のもと、省エネ機器導入等を実施する。
・社員、入居事業者に対し適宜会議等を通じ環境意識向上のための啓発活動を実施する。

公表方法

冊 子

そ の 他

平成18年4月1日
以降

03-5632-9101

名 称

入手方法：

特定地球温暖化対策事業所 年度

公 表 の
担当部署

ホームページで公表

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電 話 番 号

指定地球温暖化対策事業所 年度

ﾌ ｧ ｸ ｼ ﾐ ﾘ 番 号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

連
絡
先

電 話 番 号

計 画 の
担当部署

鹿島東京開発株式会社　施設管理部

03-5632-9100

03-5632-9101

鹿島東京開発株式会社

アドレス：

閲覧場所：

鹿島東京開発株式会社　施設管理部

03-5632-9100

東京都江東区東陽六丁目3番2号

9：30～17：30(土日祝、年末年始等は除く)閲覧可能時間：

冊子名：

所在地：窓 口 で 閲 覧

名 称

2009

2009

事　業　所　の
使用開始年月日

連
絡
先

ﾌ ｧ ｸ ｼ ﾐ ﾘ 番 号



４　温室効果ガス排出量の削減目標（自動車に係るものを除く。）
 (1)　現在の削減計画期間の削減目標

 (2)　次の削減計画期間以降の削減目標

５　温室効果ガス排出量（自動車に係るものを除く。）

 (1)　温室効果ガス排出量の推移 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

(2)　建物の延べ面積当たりの特定温室効果ガス年度排出量の状況 単位：kg（二酸化炭素換算）/㎡・年

2010 2011 2012年度 年度

年度2011 2012

158

2014

2015 2019年度から

年度から

大型設備機器の最適な運用管理の実施及び見直し等を行うことによりエネル
ギー使用の最適化・効率化を行い削減義務率以上の削減を目指す

2010 年度まで

排 出 上 限 量
(削減義務期間合計)

その他ガスは、水道及び下水道の使用に伴うものであり、入居事業者従業員
数により左右される。入居事業者への節水を呼びかけ削減できるよう協力を
依頼する。

12,742

年度年度2009

75,465

年度まで

8.0%

Ⅰ－１
ｔ（二酸化炭素
換算）/年

16,405

ｔ（二酸化炭素
換算）

特 定 温 室
効 果 ガ ス

ﾊ ﾟ ｰ ﾌ ﾙ ｵ ﾛ ｶ ｰ ﾎ ﾞ ﾝ
（ PFC ）

削 減
目 標

節水により削減を目指す
特 定 温 室 効 果
ガ ス 以 外 の
温 室 効 果 ガ ス

年度

15,627 12,900 10,816

75.1

年度年度 年度

89.6

ﾊｲﾄﾞﾛﾌ ﾙｵ ﾛｶ ｰﾎ ﾞﾝ
（ HFC ）

合 計

年度 2010

104.7 108.7

2009

15,046

そ
の
他
ガ
ス

一 酸 化 二 窒 素
（ N2O ）

削 減
目 標

削 減
義 務
の

概 要

特 定 温 室
効 果 ガ ス

特 定 温 室 効 果
ガ ス 以 外 の
温 室 効 果 ガ ス

基 準 排 出 量

非エネルギー起源
二酸化炭素（CO2）

メ タ ン
（ CH4 ）

特定温室効果ガス
（エネルギー起源CO2）

計 画
期 間

六 ふ っ 化 い お う
（ SF6 ）

上 水 ・ 下 水

延 べ 面 積 当 た り
特 定 温 室 効 果 ガ ス
年 度 排 出 量

160

計 画
期 間

169

削 減 義
務

率 の 区平 均 削
減

義 務 率

10,671

最適な運用管理の実施、見直し及び大型機器の更新により削減義務以上の削
減を目指す。

145

15,45814,886



６　総量削減義務に係る状況（特定地球温暖化対策事業所に該当する場合のみ記載）

 (1)　基準排出量の算定方法

）

）

 (2)　基準排出量の変更

 (3)　削減義務率の区分

 (4)　削減義務期間

 (5)　優良特定地球温暖化対策事業所の認定

 (6)　年度ごとの状況 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

 (7)　特定温室効果ガスの排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

年度

2014 年度

2014 年度2013 年度
削 減 義 務
期 間 合 計

基 準 排 出 量
(A)

削 減 義 務 率
(B)

特定温室効果
ガス排出量(E)

8.0% 8.0%

38,871

6,560

75,465
排 出 上 限 量
（C＝ΣA-D）

削 減 義 務 量
(D ＝Σ (A× B))

過去の実績排出量の
平 均 値

排 出 標 準 原 単 位 を
用 い る 方 法

そ の 他

特 に 優 れ た
事 業 所 へ の 認 定

年度から

極 め て 優 れ た
事 業 所 へ の 認 定

変更年度

2010

8.0%

16,405 16,405 16,405

年度 2012

変更理由

変更理由

Ⅰ－１

2013 年度年度2010 2011 年度

82,025

2014

2012 年度

2010 2011

年度まで

16,405

10,344947

16,405
決
定
及
び
予
定
の
量

3,663 5,734
排 出 削 減 量
（F＝A - E）

実
績

年度

年度

15,458

算定方法：（

変更年度 変更理由

年度

削減義務率の区分

年度

変更年度

2002年度、2003年度、2004年度

12,742 10,671

8.0% 8.0%

基準年度：（
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ﾟ
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８　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価（自動車に係るものを除く。）

 ・2012年度は、2011年度より実施している節電対策の一部継続を実施。また、タワー棟に入居していた特定テナ
ント事業者が退去(2012年8月退去完了)となったため、大幅なエネルギー使用量の削減となった。退去後、リ
ニューアルを実施し、照明器具をＬＥＤ照明(タワー棟3階以上)と共にコージェネレーションシステム（700ＫＷ）
の新設、吸収式冷凍機3台の内1台をジェネリンク冷凍機に更新、太陽光パネル（10ＫＷ）の新設を実施し2013年度
より運用を開始した。

１、共用部照明の一部消灯及び点灯時間短縮
　2011年度より実施している照明一部消灯及び点灯時間短縮を継続したが、震災からの時間が経過したこともあ
り、周囲の節電意識低下により消灯部分の減少を行った。

２、機械室等給排気ファン
　2011年度より実施している機械室給排気ファンの運転時間短縮を継続。

３、タワー棟
　特定テナント等事業者が入居していた、16フロアのリニューアルを実施、照明器具をＬＥＤ照明とした。テナン
ト未決定であるため、専用部はもとより共用部については未入居フロアの照明消灯及び不使用機器停止（トイレ排
気ファン、電気温水器等々）を実施

４、エレベータ
　タワー棟１６フロア、ビジネスセンター棟1フロア未入居であることから、エレベータ7台の停止を実施。(タ
ワー棟全12台、ビジネスセンター棟6台)


